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では，第 1 節において問題の所在と本研究の目的を述べる．第 2 節では，本研究に関わる


























































































































































































































































正 11）年 3 月発表の二部制を設けた競技者資格まで，程度の差はあれど，一貫して人力車
夫等脚力を用いる職業に就いた労働者の競技会への出場について制限が設けられてきたこ
とが確認できた．また，1925（大正 14）年における大体協の組織改造によって，大体協が
当 時 の 社 会 状 況











































































































































































 以上に示した一連の課題を明らかにする作業を本研究における「研究 1」とする． 
 









































































として，大体協の機関誌である『アスレチックス』（1922 年 4 月－1932 年 12 月），『オリ
ムピック』（1933 年 1 月－1937 年 5 月），『オリンピック』（1937 年 6 月－1938 年 9 月）


















当 時 の 社 会 状 況























和 13）年 9 月まで，16 年間にわたって発行された．なお，1923（大正 12）年 10 月から




























 先述したように，大体協は，機関誌の発行が，1922（大正 11）年 4月からであった．ま
た，1923（大正 12）年 9 月 1 日に発生した関東大震災によって，大体協は，「重要書類を
焼失した」（財団法人大日本体育協会編，1936，p．114）という．そのため，1923（大正
12）年以前の大体協に関する一次史料は不足している．したがって，大体協が設立された

















































































































































































る（第 1 節）．次に，第 10 回ロス五輪日本代表選手団の強化策と競技成績について検討す








































 られたことが指摘され（木下，1970；岸野，1968；斎藤・織田，1955；菅原，1976；  
 上杉，1977，1982），定説といってもよいほど一般的なものとなっているという（高津， 
 1994；坂上，2001）． 






  （C・B・フライ，G・O・スミス，W・G・グレイス）の事例を取り上げ，彼らの実際 
  のスポーツ場面における行動や非道徳的振る舞い（審判の目を盗んで相手のすねを蹴  
  る，巨額の報酬を受け取る，長時間練習等）が，フェアプレイ等を重んじる倫理的理 
  念としての「ジェントルマン・アマチュア」とは程遠かった点を指摘した．そして， 
  それにも関わらず，倫理的理念としての「ジェントルマン・アマチュア」が一人歩き 
  を遂げ，さらに「ジェントルマンを超えた崇高なモラルを実践するスポーツマンを指 
  すという真理が宿されていった」（池田，2002，p．18）原因について，池田（2002） 
















   ほかにも，Kerrigan（2007）は，イギリスで初等教育法が実現したことを契機に， 
  フットボールを通してアマチュアの精神を教えられた子供たちが，後に労働者で構成 









   大体協は，1924（大正 13）年 3月 28日に財団法人の設立許可申請および寄附行為 
  を内務，文部省に提出したが，第 1章で詳述する十三校問題や 1925（大正 14）年の組   
  織改造の影響で「許可申請中の寄附行為は完全にその機能を失うに至った」（財団法人 
  日本体育協会編，1963，p．476）という．結局，許可申請が認可されたのは 1927（大   
  正 2）年 8月 8日であった．また，大体協の寄附行為は，多少の変更を除くと，1929 
  （昭和 4）年，1933（昭和 8）年，1935（昭和 10）年に改正されている． 
 
注 6）学校教育法によると，学校に在籍している者の呼称は，初等教育段階では「児童」，   
  中等教育段階では「生徒」，高等教育段階では「学生」，というように，教育段階によ 
  って異なる（文部科学省，2016）．本研究では，以後，用語の統一をはかるため，筆者 
  が区分する必要がないと判断した場合は，各種学校に在籍している競技者を「学生競 


















Holt，R．（1989）Sport and the British A Modern History．Clarendonpress． 
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Kerrigan，C．（2007）London schoolboys and professionalfootball，1899‐1915．The  





















































































































































































































































下「岸」と略す）へと会長が代わる 1921（大正 10）年 3月を境に，第Ⅰ期における嘉納会
長時代と岸会長時代の大体協の財政状況について概観していく． 















クホルム五輪の派遣費に 5000円（現在の 602万 7500円に相当），またその翌年には，第 1
回陸上競技大会の開催に約 2000 円（現在の 227 万 3200 円に相当），さらに，1914（大正
3）年からは水泳競技の大会も開催するようになり，出費がかさむようになっていった．そ
して，これらの大体協運営費は，大半が翼賛員の寄付金によって賄われていた（石坂，2007）
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 寄付金に依存し，財政基盤が脆弱な大体協であったが，1921（大正 10）年 3月に岸が会
長に就任した頃から，財政基盤の安定に向けて，国からの補助金交付を求めるように動き
始める． 






実際，1921（大正 10）年 5月より上海で開催された，第 5回極東選手権競技大会（以下
「第 5回極東大会」と略す）において，大体協は，初めて文部省から 1000円の補助金が交
付された（財団法人大日本体育協会編，1936，p．746）．なお，当時の 1000円は，現在の
56 万 7400 円に相当する．そのため，第 5 回極東大会での補助金は，決して多額であった
わけではなかった注 5）． 
大体協が文部省から補助金を交付されるまでの過程は，1921（大正 10）年 3 月 26 日に
開かれた「第 44回帝国議会衆議院第 5回極東競技大会派遣選手援助に関する建議案委員会
議」の速記録（帝国議会衆議院，1921）に詳細が記載されている．  







































































































































3．マラソン競走及 20里競歩に加入せんとする者は年齢満 17年以上にして右等の競技  
  に堪ふべしと医師の証明書を有するもの 
  


















第 2項：1920（大正 9）年前後における競技者資格の形成 
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が実際に機能を果たしたのは第 2項の条項であった．なぜなら，1920（大正 9）年 11月 17，




















































































































































































































































































































































































            但し特に会長の認可を得たる者は此の限りに非ず
第4条　 試験前の若干日数間は対外競技に加わることを許さず
            但し特別の場合に於ては特に会長の認可を経て参加せしむることあるべし
第5条　 専門学校以上を相手とする競技又は会長の認可する団体の主催する競技に非ざれば参加するを得ず
第6条　 長期の休業中と雖も特に会長の認可を得たる場合の外往復5日以上又は3日以上滞在を要する競技に参加するを許さず
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第 3節：第 8回オリンピック・パリ大会日本代表選手選考過程における競技者資格適用の 
    実態  







者資格によって失格者が出たのは，1920（大正 9）年 11 月 17，18 日に駒場農学部運動場
にて開催された，第 8回全国陸上競技大会予選記録会であった． 












































大正 10年 3月 26日 
選手代表者 
安藤角助 十河林平 伊藤四郎 鈴木時太郎 萩原豊雄 坂元有造 









なお，選手代表者のうち，安藤角助は先述した，第 8 回全国陸上競技大会において 2 時





ほかにも，1921（大正 10）年 5 月 3 日に発行された『国民体育』には，「競技選手の資
格問題」という特集が組まれ，大体協の競技者資格に対する批判がなされている．以下で



















































  に非る事 
2．唯根本問題の車夫の資格のみに局限して論じ是非協会が即刻記者団の決議を採用実 
   行せしことを希望すること 
3．尚ほ希望としては「コーチャー」も車夫と共に選手として参加せしめ度し，唯対手 
   国に対する相互礼譲の表示として之を遠慮するとのことならば「コーチャー」に付 
   ては自説を敢えて固持せざるべきこと 
4．「プロフエッショナル」及「セミプロフエッショナル」の定義に付き記者団は全然 









































    以上の 2点に就き忌憚なき御意見を承るを得ば幸甚之に過ぎず候 
    本問題に関しては慎重熟議の結果吾人亦其の独自の見解なきに非ずと雖も理知的與論  
    の指示に傾聴する時代の趨勢に鑑み敢て茲に一書を呈し後高教を仰ぐ次第に御座候  
                                                                            敬具 





 そして，この「意見聴取の文書」も参考にしながら，大体協は，1922（大正 11）年 3月





  国内に於ける競技会では左の形式に依る 
 
   第一部 参加者は一般競技者（アマチュア） 


















夫，配達夫も参加出来る」（読売新聞 1922 年 3 月 14 日付朝刊）にみられるように，「準職
業競技者」の出場が認められた点について評価している論調もみられる（東京朝日新聞 1922














22 分余を要した，彼は 1 人で張合がなかつたと云つて居た…（中略）…第二部に属す
るもので車夫あたりには，2 時間 30 分余で走るのも居るから次回には，第二部のレコ
ード 3時間 22分をうんと破るだろう（YK生，1922，p．131）． 
  
また，1923（大正 12）年 2月 11日に大体協主催で開催された第 8回 10哩短縮マラソン
競走では，第二部において選手は 1人も参加せず，第一部 85名のみにて挙行したという（読





































































































































































































第 3 項：第 8 回オリンピック・パリ大会日本代表選手選考過程にみられる競技者資格の緩
和 













 さらに，大体協は，第 8回パリ五輪日本代表選手選出のために，1924（大正 13）年 4月





















実際，田代は，1924（大正 13）年 3月 17日に大体協事務所にて開催された常務委員会注
21）において，第二部に属する者として二次予選会の出場資格をはく奪されていた（財団法
人大日本体育協会編，1936，p．420）．しかし，4月 7日に開かれた常務委員会では，一転
して，「満場一致」で田代の出場資格を認めることが決定された（東京朝日新聞 1924 年 4
月 8日付朝刊）． 
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 また，第 8 回パリ五輪の会計報告を確認すると，支出が収入を超過していることが確認
できる．そのため，大体協役員が，4万 9000円（現在の 2696万 9600円に相当）を負担し
ていたことが見て取れる（表 1‐4および表 1‐5参照）． 
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第 4 節：1925（大正 14）年における大日本体育協会の組織改造による独自の競技者資格の
消失 













































 では，縄田と田代の競技成績について以下で確認してみよう．縄田は，第 8 回パリ五輪
東京第一次予選会において，5000 メートルで 17 分 5 秒 4 のタイムで優勝（財団法人大日
本体育協会編，1936，p．383）し，第二次予選会においても 17分 48秒で優勝している（大
日本体育協会編，1925，p．7）．一方の田代は，大阪一次予選会において，1500 メートル
で 2着，1万メートルで 32分 54秒 6のタイムで優勝し（財団法人大日本体育協会編，1936，


























 何なる理由あるも体育協会主催の会合には一切参加出場せざることを決議す（森川，  
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 1973，p．12；財団法人大日本体育協会編，1936，p．25）注 23） 
 







 決議文を発表した後，4月 23日の深夜に，早大，慶大，明大の 3大学競走部の代表は，
岸の自宅を訪問したが，既に就寝中であったため，翌 24日に大体協本部において岸，今村
次吉（理事）および辰野保（常務委員）と会見し，上述の決議文を提出し，25 日午後 5 時
までに慶大内の萬来舎に回答を頂きたいという旨を約束し，解散した（財団法人大日本体
育協会編，1936，p．25）． 
 しかし，大体協側は，第 8回パリ五輪日本代表選手団の出発 2日前であったため，「十分
な折衝を為し得る暇がなかった」（財団法人大日本体育協会編，1936，p．25）という．結











































第 2項：1925（大正 14）年における組織改造と独自の競技者資格の消失 


































表 1‐7 各競技団体の設立年月日  
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そして，1925（大正 14）年 3 月 24 日に，大体協役員および各種競技団体役員によって
決定し，翌 25日，維持会員総会および評議員会で承認された協会規約改正の要点は，以下
の 4点に要約できる注 24）． 
 
①目的が，「国民体育の奨励」から「国民の運動競技を奨励指導し競技精神を涵養する 





絡融和を計り，その事業を助けることを目的としたこと（第 4条）                                





























































































も財政難に陥った．実際，第 8 回パリ五輪の会計報告では，大体協役員が現在の 2696 万
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（昭和 9）年から 1936（昭和 11）年を基準時（平均＝1）として設定することにより，
1897（明治 30）年から現在（平成 25 年）までの物価水準を一貫して比較することが
できる．1911（明治 44）年の物価指数が 0.610 であり（総務庁統計局監，1988，p．
330）， 2014（平成 26）年の指数が 735.4のため（総務省統計局編，2015），1911（明
治 44）年の 1円は，1205.5（小数点第 2位以下切り捨て）円に換算される． 
   なお，本研究では，以後も，過去の貨幣価値を現在の貨幣価値に換算する際には， 
  引き続き「戦前基準物価指数」を用いることにする．その際，戦前の「戦前基準物価 
  指数」については，総務庁統計局監（1988）を，2014年の「戦前基準物価指数」につ 
  いては，総務省統計局編（2015）を参照する． 
 
注 2）翼賛員は，1915（大正 4）年の協会規約改正まで，23 個人 1 団体であった（財団法
人大日本体育協会編，1936，p．114）． 
 




注 4）嘉納は，1911（明治 44）年の辛亥革命の影響で学費が送付できなくなった東京高師 
  の中国人留学生に対しても，引き続き勉学に励むことができるよう，外務省に資金立 
  替の交渉をしていた．そして，交渉が不成立となった場合には，私財を投じることも 
  厭わない姿勢をみせていたという（開発社，1911）． 
 
注 5）目安として，近年のオリンピック派遣費について確認しておく．朝日新聞 2008 年 7
月 29日付朝刊によると，2008年の第 29回オリンピック・北京大会における日本代表
派遣予算が 2億 2000万円で，うち 1億 2000万円が国庫補助金などの補助金収入で賄
われたという（朝日新聞 2008年 7月 29日付朝刊）． 
 



























注 11）『理論実験競技運動』は，全 6編で構成されている．第 1編から第 3編までに関して
は，1903（明治 36）年に自由英学出版部から刊行された『理論実験競技運動巻之上』






























注 16）新聞記者との会見に応じたのは近藤茂吉，柳谷午郎，辰野保，峰豊の 4名であった． 
 























注 19）一次予選会は，1923（大正 12）年の秋から初冬にかけて全国 15地方にて開催され
た． 
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注 20）オリンピック選手選考委員会の委員は表 1‐8のとおりである． 
 












  なし． 
 大日本体育協会（1923c）維持会員募集趣意書．アスレチックス，2（6）：ページ 
  なし． 
 大日本体育協会（1923d）維持会員募集趣意書．アスレチックス，2（7）：p．198． 
 大日本体育協会（1923e）維持会員募集趣意書．アスレチックス，2（8）：ページ 
  なし． 
 大日本体育協会（1923f）維持会員募集趣意書．アスレチックス，2（9）：ページ 
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総務庁統計局監（1988）日本長期統計総覧 第 4巻．日本統計協会． 
総務省統計局編（2015）第 65回日本統計年鑑平成 28年．http://www.stat.go.jp/data/nenkan 










帝国議会衆議院（1921）第 44会帝国議会衆議院 第 5回極東競技大会派遣選手援助に関す
る建議案委員会議録（筆記速記）第 1回．大正 13年 3月 26日． 
東京朝日新聞（1911）9月 23日付 朝刊． 
東京朝日新聞（1922）3月 14日付 朝刊． 
【第 1 章】 
78 
 
東京朝日新聞（1923）10月 10日付 朝刊． 




読売新聞（1922）3月 14日付 朝刊． 
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第 2章：アマチュアリズム堅持に関する声明書の形成過程にみる大日本体育協会のアマチ    








（昭和 7）年に開催された第 10 回ロス五輪後には，アマチュアリズム堅持に関する声明書
を発表している．はたして，組織改造以降，「競技主義」を標榜していった大体協は，声明
書によって，アマチュアリズムをどのように位置づけていったのだろうか． 




る（第 1 節）．次に，第 10 回ロス五輪日本代表選手団の強化策と競技成績について検討す
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第 1項：政府補助金請願書にみる第 10回オリンピック・ロサンゼルス大会の位置づけ 
 はじめに，本項では，第 10回ロス五輪前年の 1931（昭和 6）年 5月 26日に大体協が文
部省に提出した，政府補助金申請のための請願書（以下「請願書」と略す）を検討し，大

























実際に，請願書には，選手 161名，役員 50名，職員 13名の計 224名を日本代表選手団
として派遣する予定であることが記されている（財団法人大日本体育協会編，1933）．この







表 2‐1 第 10回ロス五輪以前の日本のオリンピック参加状況 
 





























2,407人 2,622人 3,088人 2,883人
28か国 29か国 44か国 46か国
選手 2人 15人 19人 43人
役員 2人 3人 9人 13人
合計 4人 18人 28人 56人
0円 0円 6万円 6万円
















 以上より，大体協は，第 10 回ロス五輪において，「国際親善」を図ることを目的として
設定していたことが明らかになった．そして，この目的を果たすためには，多人数の選手
団を派遣し活躍することが必要となった．実際に，選手団の予定派遣人数は，前回大会の 4



















実際，1932（昭和 7）年 4 月 1 日には，一般寄付金募集のための第 1 回後援会が開催され
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30 回 IOC 総会以降，大体協にとっても第 12 回五輪東京招致は無視できない課題となって
いく．すなわち，オリンピックに多人数の選手団を派遣して活躍することで，「スポーツ新
















る事業を行った．読売新聞 1932年 5月 7日付朝刊には，読売新聞社と後援会の連名で，一
般寄付金の募集を呼びかける社告が掲載されている（図 2‐1参照）． 




（読売新聞 1932年 5月 7日付朝刊より転載） 
図 2‐1 第 10回ロス五輪日本代表選手団派遣費寄付金募集の社告 
 
社告には，「必勝を期して我国より最大多数の精鋭選手を派遣せんが為」（読売新聞 1932







1．送金 オリムピツク後援会（東京市麹町区丸の内 2丁目 6番地八重洲ビル 327室大
日本体育協会内…振替口座東京 50202） 
1．締切 6月 20日 
※応募者の氏名及び金額は本紙上に発表（読売新聞 1932年 5月 7日付朝刊） 





 なお，大体協は，寄付金募集を新聞紙上で呼びかける 2 日前に，昭和天皇から 1 万円の
御下賜金を拝受している．大日本体育協会（1932a）によると，宮内省は，「今般体育御奨































金を集めた結果，3 万 1101 人から寄付金が集まったことが確認できた．つまり，第 10 回












び図 2‐2に示されたとおりであった注 1）． 
 

































図 2‐2 第 10回ロス五輪日本代表選手団派遣費の構成（収入の部） 
 









る．実際に，一般寄付金は，第 10回ロス五輪から 4年後の第 11回ベルリン五輪において，
さらに重要な財源となっていった．というのも，第 11回ベルリン五輪では，派遣費収入の
合計 92万 7042円 64銭のうち，政府補助金 30万円（派遣費収入の約 32％）の約 1．7倍
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表 2‐6 第 10回ロス五輪までの日本代表選手団の構成と獲得メダル数 
 

























2,407人 2,622人 3,088人 2,883人 1,332人
28か国 29か国 44か国 46か国 37か国
選手 2人 15人 19人 43人 131人
役員 2人 3人 9人 13人 61人
合計 4人 18人 28人 56人 192人
金 0個 0個 0個 2個 7個
銀 0個 2個 0個 2個 7個
















6を確認してわかるように，第 10回ロス五輪において日本代表選手団は，金 7，銀 7，銅 4
のメダルを獲得した．特に，男子競泳競技の活躍が目覚ましく，全 6種目注 2）中 5種目で優

























































力者からの支援もあって 1930（昭和 5）年 5月 25日に落成した．後述するように，日水連





そして，「オリンピック第一主義」は，1930（昭和 5）年 7月 5日の日水連理事会にて正































1．昭和 6年 8月の選手権大会を以てオリムピツク第一次予選として更に候補を追加 
  す 
2．同年 9月のインターカレツヂを第二次予選とし更に候補を追加す 
3．第二次候補の決定すると同時にコーチ，マネーヂヤーを正式決定する 
4．同年の暮より翌年の正月にかけての休暇並に 4月の休暇約 2週間づつをコーチ，マ 
   ネーヂヤーをつけて正規の合宿練習をする 
5．選手決定の最終予選の前に第三次予選を行ひ之に依つて彗星的に現れた，候補を追 
   加して，野に遺賢なきを期し出発の 3週間前に最終予選会を行ひ選手を決定する 
6．選手決定の上は出発まで 3週間合宿練習する 
7．選手詮衡にはコーチの意向を重視し技術が優秀でもチームの統制を乱す恐れある者 
   はすべて之を断乎除外する（田畑，1935，p．4） 
 




































結局，1931（昭和 6）年 8月 14，15，16日の 3日間に日米対抗戦は開催された．その結
果，総得点において 40対 23で日本が勝利した（記録員編，1931，p．14）．この結果に対
し，田畑は，「米国選手の出鼻をくぢき圧倒的勝利を得て選手の確信を強め所期の目的を十




また，日米対抗戦では，野村の尽力もあり，「邦貨 1万 2000円と米貨 2000ドル」（田畑，
1935，p．5）の剰余金を得たため，財政面においても成功をおさめたという．実際に会計
報告を確認すると，入場料で 4万 3359円 10銭，プログラムの売り上げで 1532円 10銭の
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いる（大阪朝日新聞 1932年 8月 7日夕刊；大阪毎日新聞 1932年 8月 7日付夕刊；東京朝
日新聞 1932年 8月 7日付夕刊，東京日日新聞 1932年 8月 7日付夕刊；読売新聞 1932年
8 月 7 日付夕刊）．特に，東京朝日新聞では，第 10 回ロス五輪期間中に竹中の名前が 7 回
見出しで取り上げられている（浜田，2011）． 
































































 次に，第 10 回ロス五輪から 2 年後，1934（昭和 9）年刊行の日本陸連による第 10 回ロ
































































































































第 1項：第 10回オリンピック・ロサンゼルス大会における新聞社の報道体制 





























第 10回ロス五輪には，日本から，東京朝日新聞 3名，東京日日新聞 4名，聯合通信社（以
下「聯合」と略す）3 名，電通 2 名，「国民，報知，時事，読売，新愛知，三都合同，神戸




316；社史編纂委員会編，1952，p．274）注 6）．ここからも，第 10 回ロス五輪において取
材陣の大幅な増加が確認できる． 
次に，速報体制の強化について述べていく．『日本新聞年鑑』によると，第 10 回ロス五




が 6 分から 15 分，急報は 3 分から 6 分で日米間を送受信できたという．そのため，第 10
回ロス五輪では，アムステルダム五輪まで発行されたことのなかった号外が，東京朝日新





社や映画会社のみにしか撮影権が与えられていなかった（Xth Olympiade Committee of 
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写真掲載枚数 398 458 80
号外・別刷発行回数 14 14 0














加していったという．実際に，第 10回ロス五輪開催年の 1932（昭和 7）年度における 100
世帯あたりのラジオ普及率の全国平均は 11.2%であり，この年度から初めて 10.0％を上回























































道されているからである（たとえば大阪朝日新聞 1932 年 8 月 6 日付夕刊；大阪毎日新聞
1932 年 8 月 2 日付夕刊；東京朝日新聞 1932 年 8 月 3 日付夕刊；東京日日新聞 1932 年 8
月 6日付夕刊；読売新聞 1932年 8月 1日付夕刊）． 
















 頼母木（1932）によると，日本放送協会は，1931（昭和 6）年のはじめから第 10回ロス






























およびアナウンサーの河西三省，島浦精二，松内則三の 4名を特派員として同年 6月 30日
にロサンゼルスに向け派遣した． 






















時間で午後 7 時から 8 時の 1 時間，つまり，日本では翌日の正午から 1 時までの間に放送
















また，東京日日新聞 1932 年 8 月 12 日付朝刊「最近の放送を顧みて」というラジオ評で
は，「この（7 月末からの）半月間の最大傑作はオリムピツク放送といふことにならう，実
況放送はできなくても，あれなら，まづ大成功である，聞きながら，幾度も眼が熱くなつ





















 1932（昭和 7）年 8 月 6 日の夕刊では，多くの新聞が南部の優勝を報じている（大阪朝
日新聞 1932年 8月 6日付夕刊；大阪毎日新聞 1932年 8月 6日付夕刊；東京朝日新聞 1932
年 8月 6日付夕刊；東京日日新聞 1932年 8月 6日付夕刊；読売新聞 1932年 8月 6日付夕
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残念です，日本の皆様に私の声は聞こえているのでせうか……」（大阪朝日新聞 1932 年 8
月 6日付夕刊）という言葉が引用されている．そして，「誰かがスピーカーの側で『よオ聞





（大阪朝日新聞 1932年 8月 6日付夕刊より転載） 






らぬ人だかり」（東京日日新聞 1932 年 8 月 6 日付夕刊）が生じ，日本選手の優勝に歓喜，
熱狂していた様子が報じられている． 




（読売新聞 1932年 8月 6日付夕刊より転載） 
図 2‐4 【上】ラジオ店前で南部の優勝に歓喜する大衆 
           【下】南部の優勝を報じる読売新聞号外に見入る女性たち 
 
 次に宮崎の優勝を報じた新聞記事を確認する．宮崎の優勝を報じる記事では，「浜名湖畔
高らかに万歳喜び溢れる郷里」（大阪毎日新聞 1932 年 8 月 9 日付夕刊），「故郷は熱狂的昂
奮」（東京朝日新聞 1932年 8月 9日付夕刊），「宮崎君の郷里全町お祭騒ぎ」（読売新聞 1932
年 8 月 9 日付夕刊）といった見出しやリード文が用いられており，都市部の大衆に着目し
た南部の記事とは異なり，宮崎の地元である，静岡に焦点が当てられている． 


















衆は少な」（東京朝日新聞 1932年 8月 12日付夕刊）かったことが伝えられている． 






死の語を発するに至つている（東京朝日新聞 1932年 8月 5日付朝刊）． 
 
 そして，同社説では，「スポーツが勝敗の競技である以上，必勝を期するのは当然である」




















まったのが，1932（昭和 7）年 9 月 3 日の日本代表選手団の第一陣 113 名（陸上，漕艇，
ホッケー，レスリング，拳闘，体操）の凱旋であった．凱旋の様子は 9 月 4 日付の各紙夕
刊の 1面に写真つきで大々的に報じられている（大阪朝日新聞 1932年 9月 4日付夕刊；大
阪毎日新聞 1932年 9月 4日付夕刊；東京朝日新聞 1932年 9月 4日付夕刊；東京日日新聞
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1932年 9月 4日付夕刊；読売新聞 1932年 9月 4日付夕刊）． 











































































































































































した．そして，声明書は，大体協機関誌『アスレチックス』1932 年 11 月号の巻頭言に掲
載された． 
しかし，声明書は，イタリア国内で優勝選手に終身年金を与えようとする運動が起こっ
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重要な課題となっていた．したがって，大体協は，1936（昭和 11）年の第 11 回ベルリン
五輪においても，多人数の選手団を派遣し活躍することが必要となり，「派遣費の確保」は















































た（第 1 節）．次に，第 10 回ロス五輪日本代表選手団の強化策と競技成績について検討し



















3）第 10 回ロス五輪では，当時において最大となる選手 131 名，役員 61 名の計 192 名の
選手団を派遣した．この数は，開催国のアメリカに次ぐものであった．そして，日本代
表選手団は，当時において最多の金 7，銀 7，銅 4，計 18 個のメダルを獲得した．その
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第 2章 注釈 
 
注 1）選手団派遣費の支出の内訳は表 2‐9のとおりであった． 
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注 2）第 10 回ロス五輪の男子競泳競技では，100 メートル自由形，400 メートル自由形，
1500メートル自由形，100メートル背泳ぎ，200メートル平泳ぎ，4×200メートル自
由形リレーの 6種目が実施された．女子では，100メートル自由形，400メートル自由






















注 7）撮影権が認められていた写真通信社は，Acme Newspictures，Associated Press Photos，
International News Photos，Wide World Photos，映画会社は， Fox-Hearst 
Corporation，Paramount News，Pathé News ，Universal Newsrealの計 8社であ
った（Xth Olympiade Committee of the Games of Los Angeles（Ed．），1933，p．211）． 
 





注 9）朝日新聞社は，Fox-Hearst Corporation，毎日新聞社は，Pathe News，聯合は
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International Olympic Committee．Olympic.org．http://www.olympic.org/，（参照日 2017




































大阪朝日新聞（1932a）8月 6日付 夕刊． 
大阪朝日新聞（1932b）8月 7日付 夕刊． 
大阪朝日新聞（1932c）9月 4日付 夕刊． 
大阪朝日新聞（1932d）9月 13日付 朝刊． 
大阪朝日新聞（1932e）9月 16日付 朝刊． 
大阪毎日新聞（1932a）8月 2日付 夕刊． 
大阪毎日新聞（1932b）8月 6日付 夕刊． 
大阪毎日新聞（1932c）8月 7日付 夕刊． 
大阪毎日新聞（1932d）8月 9日付 夕刊． 
大阪毎日新聞（1932e）9月 4日付 夕刊． 
坂上康博（2016）昭和天皇とスポーツ 〈玉体〉の近代史．吉川弘文館．  
下村海南（1932）涙の第十回オリムピツク．アスレチックス，10（11）：14-19． 
総務庁統計局監（1988）日本長期統計総覧 第 4巻．日本統計協会． 
総務省統計局編（2015）第 65回日本統計年鑑平成 28年．http://www.stat.go.jp/data/nenkan 
  /65nenkan/index.htm，（参照日 2017年 1月 5日）． 
末弘厳太郎（1932a）水泳時評．水泳，13：3-4． 

























東京朝日新聞（1930）7月 7日付 朝刊． 
東京朝日新聞（1932a）5月 6日付 朝刊． 
東京朝日新聞（1932b）8月 3日付 夕刊． 
東京朝日新聞（1932c）8月 5日付 朝刊． 
東京朝日新聞（1932d）8月 6日付 夕刊． 
東京朝日新聞（1932e）8月 7日付 夕刊． 
東京朝日新聞（1932f）8月 9日付 夕刊． 
東京朝日新聞（1932g）8月 12日付 夕刊． 
東京朝日新聞（1932h）9月 1日付 夕刊． 
東京朝日新聞（1932i）9月 4日付 夕刊． 
東京日日新聞（1932a）8月 6日付 夕刊． 
東京日日新聞（1932b）8月 7日付 夕刊． 
東京日日新聞（1932c）8月 12日付 朝刊． 
東京日日新聞（1932d）9月 4日付 夕刊． 
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Xth Olympiade Committee of the Games of Los Angeles（Ed．）（1933）The games of the 
Xth Olympiad， Los Angeles 1932 ：official report．Xth Olympiade Committee of the 






読売新聞（1932a）5月 5日付 夕刊． 
読売新聞（1932b）5月 7日付 朝刊． 
読売新聞（1932c）5月 27日付 朝刊． 
読売新聞（1932d）5月 28日付 朝刊． 
読売新聞（1932e）5月 29日付 朝刊． 
読売新聞（1932f）5月 31日付 朝刊． 
読売新聞（1932g）6月 1日付 朝刊． 
読売新聞（1932h）6月 2日付 朝刊． 
読売新聞（1932i）6月 3日付 朝刊． 
読売新聞（1932j）6月 4日付 朝刊． 
読売新聞（1932k）6月 5日付 朝刊． 
読売新聞（1932l）6月 9日付 朝刊． 
読売新聞（1932m）6月 11日付 朝刊． 
読売新聞（1932n）6月 15日付 朝刊． 
読売新聞（1932o）6月 16日付 朝刊． 
読売新聞（1932p）6月 17日付 朝刊． 
読売新聞（1932q）6月 18日付 朝刊． 
読売新聞（1932r）6月 19日付 朝刊． 
読売新聞（1932s）6月 20日付 朝刊． 
読売新聞（1932t）6月 21日付 朝刊． 
読売新聞（1932u）6月 22日付 朝刊． 
読売新聞（1932v）6月 23日付 朝刊． 
読売新聞（1932w）6月 25日付 朝刊． 
読売新聞（1932x）6月 26日付 朝刊． 
読売新聞（1932y）6月 30日付 朝刊． 
読売新聞（1932z）7月 5日付 朝刊． 
読売新聞（1932Aa）8月 1日付 夕刊． 
読売新聞（1932Ab）8月 6日付 夕刊． 
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読売新聞（1932Ac）8月 7日付 夕刊． 
読売新聞（1932Ad）8月 9日付 夕刊． 
読売新聞（1932Ae）9月 4日付 夕刊． 
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【第 2章 章末資料】 





















































5月30日 ？田候吉 個人 200
岩田宙造 個人 100































































































































6月14日 大日本バスケットボール協会 組織 250































































締切後① 早稲田大学体育会 組織 3000






































































（読売新聞 1932年 5月 27；28；29；31日付朝刊； 6月 1； 2； 3； 4； 5； 9； 11； 























































































第 1項：第 10回オリンピック・ロサンゼルス大会における各競技団体による自治の尊重 
 先述したように，競技連合は，各競技団体の役員らが中心となって設立された．では，
1933（昭和 8）年 9 月に競技連合が設立される前の段階で，大体協と各競技団体との関係
性はいかなるものであったのだろうか．この問いに答えることは，競技連合の設立過程を
検討していく上でも重要な課題となるだろう． 





















































































































至る経緯について確認していく．つづいて，読売新聞 1933 年 6 月 17日付朝刊に掲載され
た，規約条項草案の内容について確認していく． 
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創立期成実行委員会が組織された翌日の 6月 16日には，早速日水連事務所にて第 1回創
立期成実行委員会が開催された．そこでは，規約条項草案の作成に取りかかった．議論を
経て規約条項草案は，この段階で第 4章まで完成していたという（表 3‐3参照）． 
 
表 3‐3 「日本運動競技連合規約条項」草案 
 
 （読売新聞 1933年 6月 17日付朝刊より作成） 
 
同月 22，27 日には，第 2，3 回創立期成実行委員会が開催され，規約条項草案が決定し
た．資料の制約上，この規約条項草案の全文はその詳細が不明であるが，この規約条項草
案によって「総合運動競技団体」の名称は「日本運動競技連合」に決定された． 









   　      その事業の助成を図り以て汎く国内の運動競技の健全なる発達を期すると共に























































 上記答申以降の文部省による「総合的体育運動団体」の構想は，1931（昭和 6）年 3 月












図 3‐1 文部省のスポーツ団体構想 
 
 図 3‐1 の赤丸および青丸で示した箇所をみてわかるように，文部省は，「大日本体育協
会」と「明治神宮体育会」を統括する「全国的体育総連盟」すなわち「総合的体育運動団
体」を構想していた．しかし，「総合的体育運動団体」は，岩原が講演した 1931（昭和 6）










































































1934（昭和 9）年 6月 29日には，日水連の理事会において，運動団体規約の原案が可決
された（日本水上競技連盟，1933a，p．94）．ここから，引き続き，日水連によって「総合
運動競技団体」の設立が主導されていたことが確認できる． 
そして，翌 6月 30日に開かれた第 2回「総合運動競技団体」創立期成委員総会では，「総 




















を兼任していた（表 3‐4および表 3‐5参照）． 
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第 5項：日本運動競技連合による「アマチュア」と「プロフェッショナル」の関係性の強  
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聞 1934年 2月 22日付朝刊）． 
 
 このように，読売新聞の記事では，両団体からの発表はみられないものの，大体協評議


















































































































体協には加盟団体の外に一口 100 円以上或は毎月 1 円を納める賛助会員といふ個人会
員がありこの中から評議員が選ばれ，これから更に加盟団体選出理事と同列の理事が
出てくる，此れ即ち体協のウルサ方でその代表的な存在は今村次吉，斉藤力，辰野保，











































































 大体協の議事録を確認する限り，具体案作成小委員会は，同年 6月 19日，22日，7月 3
日，10 日の計 4 回開催された．そして，具体案作成小委員会は，競技連合理事の渋谷，松
澤，李，大体協評議員推薦理事の澤田が毎回出席している．なお，具体案作成小委員会の
























4．理事が役職を辞して体協との関係を打切り，全く第 3者の立場で，体協と対抗する   
   新組織を結成しようと試みているならば，一応話の筋道は通るが，然るに体協理事 
   在任中の儘で居乍ら，体協にチャレンジして別個の団体を外に組織し，而も自分達 
   で運営しようと目論むのは，二足の草鞋を履くものではないか．この双股膏薬は頂 
   けない．正に理事としての背任行為であり，道義的には男らしくないし，又世のご 
   仁義に背くと言うもの，日頃説いてるスポーツマンシップにも悖るのではないか 
5．だから，この際，嘉納，岸両先生の顔を立てて，体協自身発起立案の体裁で，理事 
   会の総意を纏めて，趣旨に副う改造を断行するとの方針を樹立提唱することこそ， 











































大体協臨時評議員会での決定に応じる形で，同年 12 月 11 日に，大体協理事会が開かれ
た．ここでは，先の大体協臨時評議員会の経過について松澤から述べられるにとどまり，
翌 1935（昭和 10）年 1 月 21 日の大体協理事評議員会にて議論することが決定された後，




予定どおり，1935（昭和 10）年 1 月 21 日には，大体協理事評議員会が開かれ，競技連
合の今後について議論された．まず，松澤と田畑から，競技連合の理想について，今後大
体協を解散させ，競技連合による単一統制を図っていく案が主張された（読売新聞 1935年




























嘉納の「一喝」から 2日後の 1935（昭和 10）年 1月 23日，競技連合は理事会を開いた． 
競技連合理事会では，今後，「競技連合による改変」ではなく，「大体協の組織改造」によ
って競技連合の趣旨の実現を図っていくことが決議された．競技連合理事会の様子につい
て報道した読売新聞 1935 年 1 月 24 日付朝刊によると，競技連合が今後以下のような態度
を取ることに決定したという． 
 





















































読売新聞 1935 年 1 月 26日付朝刊によると，嘉納は，今回の大体協理事会で議論された
組織改造案に賛意を示し，「全日本のアマチュア・スポーツ界を完全にリードする強力なる











聞 1935年 1月 26日付朝刊）．したがって，この段階で，競技連合は，自分たちが望む方向
で寄附行為が改正されない限り，存続することを決定していたのである．ここからも，競
技連合側が強い意志で大体協の組織改造を推進しようとしていたことが窺える． 
そして，同年 2 月 4 日には，寄附行為改正委員会が開かれ，改正の根本方針について協
議された． 




2 月 19 日に開かれた競技連合理事会では，大体協の寄附行為改正が競技連合側にとって
の既定路線で邁進していることが確認された．一方，同日に開かれた大体協評議員会は，「懇
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第 4 項：1935（昭和 10）年における大日本体育協会の寄附行為改正と日本運動競技連合の
解散 







4 月 13 日の大体協理事会では，文部省の注意により改正寄附行為草案に「理事会」の章
を加えることが報告された． 
5 月 4 日に開かれた大体協理事会では，寄附行為変更認可申請書類を東京府に提出し，5
月 15日に文部省から認可された．ここで大体協の組織改造が実現された． 
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第 2 章「目的」や第 4 章「事業」の箇所に明記されるようになった．この点は，先述した
嘉納の「一喝」の影響を多分に受けていると考えられる． 






































































































 「挙国一致」の影響は，1937（昭和 12）年 7月の盧溝橋事件を契機に始まった日中戦争






























































































































2 節）．最後に，第 2 節までの検討をふまえて，第Ⅲ期における大体協のアマチュアリズム
の位置づけについて検討した（第 3節）． 
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第 3章 注釈 
 
注 1）本節では，競技連合に関する記述の多くが，日本運動競技連合（1933a，1933b）に  
  依っている．そのため，直接引用以外の箇所は，特に出典を示さない．日本運動競技 
  連合（1933a，1933b）で不足している点については，新聞記事等によって補った．そ 
  の箇所については出典を明記した． 
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東京朝日新聞（1934）2月 17日付 朝刊． 
東京朝日新聞（1935）2月 20日付 朝刊． 
調査資料協会編（1934）内外調査資料第 6年（7）．内外調査資料印刷所． 
読売新聞（1931）2月 1日付 朝刊． 
読売新聞（1933b）6月 17日付 朝刊． 
読売新聞（1933c）7月 1日付 朝刊． 
読売新聞（1933d）7月 22日付 朝刊． 
読売新聞（1933e）9月 6日付 朝刊． 
読売新聞（1934a）2月 22日付 朝刊． 
読売新聞（1934b）2月 26日付 朝刊． 
読売新聞（1934c）2月 27日付 朝刊． 
読売新聞（1934d）12月 5日付 朝刊． 
読売新聞（1935a）1月 22日付 朝刊． 
読売新聞（1935b）1月 24日付 朝刊． 
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【第 3章 章末資料①】 
表 3‐10 「日本運動競技連合寄附行為」草案 
総合運動競技団体寄附行為（創立期成委員会草案） 
第 1章 名称 
第 1條 本連合は財団法人日本運動競技連合と称す 
 





第 3章 事業 















第 4章 組織 
第 4條 本連合は日本に於けるアマチュア運動競技の全国的統轄団体を以て組織す 
 
第 5章 役員 
第 5條 本連合に左の役員を置く 
会長     1名 
副会長  若干名 
評議員  若干名 
名誉主事 1 名 
名誉会計 1 名 
理事    若干名 
専務理事 若干名 
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監事    若干名 
右の外，理事会の決議に依り名誉会長，顧問，会長秘書各若干名を推薦することを得 





第 9條 評議員は理事会の決議に依り之を加盟団体の正副会長中より推薦す 
第 10條 名誉主事，専務理事は理事会の決議に従ひ本連合の常務を執行し且つ事務遂行のため理  
         事会の決議を経て外国関係主事，有給事務員を置くことを得 
第 11條 名誉会計は理事会の決議に従ひ本連合の会計を掌り各委員会の会計を監督す 
第 12條 監事は本連合の財政及ひ業務を監査す 
第 13條 役員の任期は 2年とし 1月を以て改選期とす 
第 14條 役員の任期満了の場合に於ては其の後任者の就任する迄前任者に於て其職務を行ふ 
 
第 6章 理事会 
第 15條 理事会は毎年 3回（1月，4月，9月）之を開く 
        但し会長に於て必要と認めたるとき，監事より又は理事 3分の 1以上より会議の目的
を明示して請求あるときは会長は遅滞なく臨時理事会を招集することを要す 
第 16條 理事会は理事 4分の 1以上出席するに非れは開会することを得す 
        但同一議事に関し再度招集したるときは此限にあらす 
第 17條 理事会の議事は出席理事の過半数を以て之を決す，可否同数なるときは議長の決する処  
         に依る 
第 18條 理事会に於て議決すへき事項は本寄附行為中に於て特に規定するものの外理事又は監事 
         に於て必要と認めたる事項として召集の際之を通知することを要す 
第 19條 名誉会長，前会長，顧問，副会長，評議員，監事，名誉主事，名誉会計，各委員長各委 
         員会幹事は理事会に出席して意見を述ふることを得 













第 7章 委員会 
第 21條 本連合は事業遂行の為め左の委員会を設置し各委員会は理事会の決議に従ひその職務を  






第 22條 明治神宮競技委員会は明治神宮競技大会を開催するための実行機関にして本連合の加盟 
         団体中，明治神宮競技大会に行はるへき競技の統轄団体よりの代表者を以て組織す 
        明治神宮競技大会の競技種目に関し未た全日本を統括して本連合に加盟する団体なき 
           場合には理事会の決議に依りその競技を代表すへき委員を選定するものとす 
第 23條 オリムピツク委員会は国際オリムピツク大会参加に関する実行機関にして本連合の加盟 
         団体中来期の国際オリムピツク大会に行はるへき競技の統轄団体よりの代表者を以て組 
         織す 
        前項の外，大日本体育芸術協会よりの代表者を本委員会に加ふることを得 
第 24條 極東競技委員会は局長選手権競技大会参加に関する実行機関にして，本 連合加盟団体 
         中極東選手権大会に行はるへき競技の統轄団体の代表者を以て組織す 
        極東選手権競技大会の競技種目に関し未た全日本を統括して本連合に加盟する団体な 
           き場合は理事会の決議に依り其の競技を代表すべき委員を選定す 
第 25條 財務委員会は本連合の事業遂行のため必要なる財務次項を掌り理事会の決議に依り委員  
         を推薦す 
第 26條 各委員会は理事会の決議に依り委員長，委員会幹事，常務委員，委員会会計を置くことを   
     得 
第 27條 各委員長，委員会幹事，常務委員，委員会会計，委員の任期は 2年とす，任期満了の場 
         合に於ては其の項員者の就任する迄前任者に於て其の職務を行ふ 
第 28條 各委員会を招集する場合にはこれを名誉主事に通告することを要す 
第 29條 会長，副会長，名誉主事，名誉会計，専務理事は各委員会に出席し意見を述ふることを 
         得 
 
第 8章 資産及経費 
第 30條 本連合の資産は 万円にして之を以て本会の基金とす 
        前項の基金は将来之を増加することを得 
        基金の元金は之を消費することを得す 
第 31條 前條の基金は銀行又は信託会社に預け入れ置くものとす 
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         理事会は右預け金を以て国債又は確実なる社債を購入することを得 
         但該国債又は社債は前項の銀行又は信託会社に保管預けを為すものとす 
第 32條 本連合に加盟せる競技団体は毎年 12月金 100円宛の加盟金を支出する事を要す 






第 34條 本連合の会計年度は毎年 1月 1日に始まり 12月 31日に終る 
第 35條 会計年度の終に於て余剰金あるときは之を翌年に繰り越す 
第 36條 本連合の予算は毎年会計年度開始前専務理事会之を編成し理事会の承認を得たる上之を 
         理事会に報告して其の認定を経ることを要す 
第 37條 本連合は理事会の決議に依り特別会計を設くることを得 
 
第 9章 事務所 
第 38條 本連合は事務所を東京市 区 町 番地に置く 
 
第 10 章 寄附行為の変更 
第 39條 本寄附行為の条項は理事全員の 4分の 3以上の同意を経且主務官庁の認可を受けて之を 
         変更することを得 
        但し第 20條第 7号並に第 30條第 3項は理事会全員の同意あるに非れは変更すること 
           を得す 
 
第 11 章 附則 
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【第 3章 章末資料②】 
表 3‐11 「大日本体育協会寄附行為」（S10） 
大日本体育協会寄附行為（1935年 5月 15日認可） 
第 1章 名称 
第 1條 本会は財団法人大日本体育協会と称し英語にては The Japan Amateur Athletics  
        Associationと称す 
 





第 3章 組織 





前 2項の決議に就ては第 40條の規定を準用す 
 
第 4章 事業 
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第 5章 事務所 
第 5條 本会は事務所を東京市麹町区丸の内 2丁目 6番地八重洲「ビルヂング」327室に置く 
 
第 6章 資産及経費 
第 6條 本会の資産は金 10万円にして之を以て本会の基金とす 
前項の基金は将来之を増加することを得 
基金の元本は之を消費することを得す 
第 7條 前條の基金は銀行又は信託会社に預け入れ置くものとす 
理事会は要議員会の決議を経て右預け金を以て国債又は確実なる社債を購入することを
得但該国債又は車載は確実なる銀行又は信託会社に保管あずけを為すものとす 
第 8條 加盟団体は毎年金 100円の加盟金を拠出することを要す 





第 10條 本会の会計年度は毎年 4月 1日に始まり 3月 31日に終る 
第 11條 会計年度の終に於て剰余あるときは之を翌年度に繰越す 
第 12條 本会の予算は毎会計年度開始前理事会之を編成して評議員会の承認を経へく決算は其の 
         終了後会計理事にて監事の承認を得たる上之を評議員会に報告し其の承認を経ることを 
         要す 
           本会の予算及決算は之を参与員に報告するものとす 
第 13條 本会へ評議員会の決議に依り特別会計を設くることを得 
 
第 7章 役員 
第 14條 本会に左の役員を置く 
会長    1名 
副会長   1名乃至 3名 
専務理事 1 名 
会計理事 1 名 
理事     10名乃至 12名（会長，副会長，専務理事，会計理事を含む） 
監事     2 名乃至 3名 
評議員   若干名 
参与員   若干名 
右の外会長は評議員会の推薦に依り名誉会長顧問若干名及会長秘書 1名を依嘱すること 
を得 
第 15條 加盟団体は各 2名宛の評議員を選出することを得 
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           日本の国籍を有する国際「オリムピツク」委員会は評議員たる資格を保有す 
 会長副会長は評議員及理事たる資格を保有す 





第 17條 評議員は其の互選に依りて理事 8名を専任す 
第 18條 理事は評議員会の決議に従ひ本会の会務を処理し且常務を掌るものとす但会務の処理は 
         理事会の決議に依る 
第 19條 理事は其の互選に依りて専務理事 1名会計理事 1名を定む 






第 16條 第 4項の規定は専務理事に之を準用す 
第 21條 会計理事は本会の会計に関する事務を掌る 
第 22條 監事は評議員会の決議に依り本会役員中より之を選任す 
評議員会の決議に依りて監事中より常任監事 1名を選ふことを得 
第 23條 参与員は体育並に運動競技の功労者中より評議員会の決議に依り之を選任す 
参与員は本会の重要事項に付其の諮問に応す 
第 24條 評議員会は其の決議に依り参与員中より参事 5名を選ふことを得 
参事は評議員会に出席して意見を述ふることを得 
第 25條 役員の任期は 2ヶ年とし改選期は 5月とす但住人を妨けす 
第 26條 役員にして補欠選挙に依り選出せられたる者の任期は前任者の残任期間とす 
第 27條 役員の任期満了の場合に於ては其の後任者の就任する迄前任者に於て其の職務を行ふ 
 
第 8章 理事会 
第 28條 理事会は必要に応し会長之を招集す 
但理事 3 分の 1 以上より会議の目的を示し請求ありたるときは会長は遅滞なく之を招集
することを要す 
第 29條 理事会は理事 3分の 1以上出席するにあらされは開会することを得す但同一議事に関し 
         再度招集したるときは此限にあらす 
第 30條 理事会の議事は出席理事の過半数を以て之を決す 





第 9章 評議員会 
第 31條 評議員会は本会の決議機関とす 
名誉会長顧問監事財務委員会委員長各専門委員会委員長及各委員会幹事は評議員会に出
席して意見を述ふることを得 
第 32條 定時評議員会は毎年 4回（3月，5月，9月，12月）之を開く 
会長に於て必要と認めたるとき又は監事より若は評議員の 5 分の 1 以上より会議の目的
を示して請求ありたるときは会長は 2週間以内に臨時評議員会を開くことを要す 




第 34條 評議員会の議事は出席評議員の過半数を以て之を決す 
可否同数なるときは議長の決する処に依る 
第 35條 評議員会に附議すへき事項は招集の際之を通知することを要す但議長に於て緊急の必要 
         ありと認めたる事項は此限にあらす 
 
第 10 章 財務委員会 
第 36條 本会は其の事業遂行に必要なる資金の調達及財政計画の立案運用に参画せしむる為め財 
         務委員会を設く 
財務委員会は評議員会の推薦に依り会長之を依嘱す 
財務委員の任期は 2ヶ年とし改選期は 5月とす 
第 37條 財務委員会は会長之を招集す 
名誉会長顧問理事監事各専門委員会の委員長及幹事は財務委員会に出 席して意見を述
ふることを得 
第38條 財務委員会は委員の互選に依り委員長1名を推薦し且其の庶務を処理せしむる為め幹事2  
         名以内を置くことを得 
 
第 11 章 専門委員会 
第 39條 本会の事業遂行の為め理事会は評議員会の決議を経て各種の専門委員会を設くることを 
         得 
各種専門委員会に委員長 1名幹事 1名を置くことを得 
 
第 12 章 寄附行為の変更 
第 40 條 本寄附行為の條項は評議員 4 分の 3 以上の同意を経且主務官庁の認可を受けて之を変更
することを得但第 6條第 3項は評議員全員の同意あるにあらされは変更することを得す 




第 13 章 附則 
































































































第 3 節では，第 8 回パリ五輪日本代表選手選考過程における，競技者資格適用の実態に
ついて検討した．1921（大正 10）年の競技者資格によって，競技会から排除された，脚力
を用いる職業に就いた労働者らと大体協との間に対立が生じた．その結果，大体協は，1922
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読売新聞（1932t）6月 21日付 朝刊． 
読売新聞（1932u）6月 22日付 朝刊． 
読売新聞（1932v）6月 23日付 朝刊． 
読売新聞（1932w）6月 25日付 朝刊． 
読売新聞（1932x）6月 26日付 朝刊． 
読売新聞（1932y）6月 30日付 朝刊． 
読売新聞（1932z）7月 5日付 朝刊． 
読売新聞（1932Aa）8月 1日付 夕刊． 
読売新聞（1932Ab）8月 6日付 夕刊． 
読売新聞（1932Ac）8月 7日付 夕刊． 
読売新聞（1932Ad）8月 9日付 夕刊． 
読売新聞（1932Ae）9月 4日付 夕刊． 
読売新聞（1933a）1月 14日付 朝刊． 
読売新聞（1933b）6月 17日付 朝刊． 
読売新聞（1933c）7月 1日付 朝刊． 
読売新聞（1933d）7月 22日付 朝刊． 
読売新聞（1933e）9月 6日付 朝刊． 
読売新聞（1934a）2月 22日付 朝刊． 
読売新聞（1934b）2月 26日付 朝刊． 
読売新聞（1934c）2月 27日付 朝刊． 
読売新聞（1934d）12月 5日付 朝刊． 
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読売新聞（1935a）1月 22日付 朝刊． 
読売新聞（1935b）1月 24日付 朝刊． 





















































































平成 29年 1月 5日 
根本 想 
